
 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 

 
＜従事証明について＞ 

従事証明メールの報告内容の主要部分に虚偽の内容が含まれていた場合には、刑事責任等に問われる可能性があること、虚偽報告を行った

ことについて事業所名、氏名等ともに公表される可能性があること、及び虚偽報告に基づき専門家に謝金・旅費等が支払われた場合において

専門家が返金を行わないときなどには中小企業者等自身に求償される可能性がありうることをご認識ください。及び、登録取消しとなっ

た場合には少なくとも５年間にわたり本制度の専門家の対象 

から除外されることについて、承知していることを申し添えます。 



 


